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特別論説

日本社会情報学会誌（JASI）はどのような研究を発表して きたか

What 　studies　are　published
　　　　　　　in　the　Journal　of　the 　Japan　Association　for　Social　Irlformatics

日本橋学館大学 五 藤　寿樹
　　Nihonbashi　University　Hisaki　GOTO

1．は じめ に 2．日本社会情報学会に つ い て

　日本社会情報学会 （JASI ：The 　Japan 　Associ−

ation 　for　Social　Informatics）学会誌 は、本号で

第 23 巻 2号 とな り、本号 を もっ て 最終刊 とな る。

こ れ は 、 かね て よ り本学会で の 懸案事項で あ っ た 、

い わゆ る、もう
一

つ の 日本社会情報学会 （JSIS：

The 　Japan 　 Society　 for　Socio −lnformation

Studies） との協 議が 順調に 進 み 、同学会 と合 併

の す る こ とを 前提 に 、日本社会情報学会 （JASI

： 以下、JASIは単に 日本社会情報学会 とし、　 JSIS

は 凵本社会情報学会 （JSIS） とする） は 、2012

年3月 に解散 し、2012年4 月か ら会員 は両学会が

統合 す る、
一

般社 団法人社 会情報学 会 （SSI ：

The　Society　for　Social　Informatics）に移行 する

こ とに なるか らで ある。

　本稿は
、 本誌の 最終刊 に あ た り、筆者が 最後 の

編集専門委員会委員長で あ る こ とか ら、また本学

会 （日本都市情報学会）設立時 の 最初 の 幹事 の
一

人 で あ っ た こ とか ら、本学会が どの よ うな研究を

し、木誌が どの ような研究を発表 して きたか に つ

い て 総括す るの が 目的で ある。

　上述の こ とか ら、本稿 で は、まず 凵本社会情報

学会 の 歴史に つ い て 概説する こ とで 、本学会 の 研

究 動向 に つ い て 検討 し、そ の後 に 目本社会情報学

会学会誌で の 、掲載学術論文 （査読論文）に っ い

て 分析を行 うこ ととす る．

　 口本社会情報学会 の 前進は 、口本都市情報学会

で あ る。本学会 の 歴史を述 べ る にあた っ て 、まず、

日本都市情報学会か ら記述す る こ ととす る。

2．1，日本都市情報学会

　 口本都市情報学会は 、1985 年9月に 専修大学神

円校舎に お い て 、設立 大会を開催 し設立 した情報

系学会 で ある．囗本都市情報学会 の 設立経緯 は 、

行政 、都市、市民活動等 の 情報化に ともない 、都

市情報に つ い て の 研究 会設立が模索され た こ と に

は じまる。1985年 5月に 口本都市情報学会、初代

会長 とな る秋山穣 （当時 ： 東京都立科学技術大学

教授）、同、初代副会長 となる 茶谷達雄 （当時 ：

東京都総務局情報 シ ス テ ム 参事）、同、設立理事

と な る 島田達己 （当時 ：横浜商科大学教 授）が 東

京新橋 に お い て研究会設置の た め の 最初 の 会合 を

持 っ た こ とに始 まる。筆者は、秋 山教授研究室出

身者 と して 都市情報研究会の 設立か ら幹事 として

関わ り、 新橋の 会場 も筆者が設定 した もの で あ っ

た。また 、1984 年 12月に 多摩 ル ネサ ン ス 研究 会

（現 ；多摩川流域 テ ク ノ ル ネサ ン ス ）が 発足 し た 。

こ の 研究会は、多摩地 域の 主要大学 （加 えて 、東

京工 業大学、東京大学）、企業、東京都庁、関係

各市、中央各省庁関係者が参加 し、現代社会の 抱

え る諸問題 を取 り上げ、こ れ らの 解決 に 向けた研
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究討論 と提言を政治抜 きで 行 う、産学官市民に よ

る交流 の 場 として 機能 した 。同研究会 の 主要メ ン

バ ーで あ る小林駿介 （当時 ： 東京農 匚大学教授、

日本都市情報学会設立理事）、中川学 （当時 ：一

橋大 学教授 、 日本都市情報学会設立理 事）、 熊出

禎宣 （当時 ；東京工 業大学教授、日本都市情報学

会初代副会長）ら も都市情報研究会設立に 賛同 し

た。そ して 、同年7月に 都 lii情報研究会設立 発起

人会が株式会社ぎ ょ うせ い 会議室に お い て 開催 さ

れ、行政 の 各分野、産業界、地 域社会、市民各層

等に よる学際的な情報化研究 の 場 として研究会 の

設立 が審議 され、設立 理 事 とな る竹村憲 朗 （当

時 ： 専修大学教授）の 発言で 、日本都市情報学会

として の学会 として 設立 す る こ とが決定 され た 。

　 こ の よ うに して 設立 された 日本都市情報 学会

は 、当時の 高度情報化 の 中で 対応が 遅れ て い た 、

都 市行政、都市社会、市民生活の 情報化の 問題に

取 り組む学会 と して 、前述 の 1985年 9月に 設立 し

た 。そ の 後 1996年4月の学会名称変更 まで 、設立

大会 の 翌年 に第 1回全 国大会を青山学院大学で 開

催 し、 1995 年の 東京経済大学で開催 した第 10回

全国大会 ま で 計 ll 回 の 大 会開催を した 、 また定

例研究会 と して 研究会等を開催 し た。さ らに 学会

誌 として 、1988 年に 第 1号 を創刊以 来 『日本都

市情報学会学会 誌 』 を 1995 年2月の 第7号迄発刊

して い る。

2．2．日本社会情報学会

　 円本社会情報学会 は 、 前述の 日本都市情報学会

が 1995 年 9月の 設立 10周年記念全 国大会 に お い

て 、 こ れ まで の 学会活動 の 集約 と今 後 の 活動展望

に つ い て 理 論的 ・実践 的総括が お こ な わ れ た。っ

ま り、 こ の 10 年 の うちに 急速 な情報化、ネ ッ ト

ワ
ー

ク化が進 展す る こ とに よ りH 本都市情報学会

の研究領域が急速に 拡大、変質 して きた こ との 再

認識 が な された 。 さ らに 、1995年 1月に発生 した

阪神淡路大震災で の 情報活動の 影響 も大 きい とい

え る。そ し て 、ネ ッ トワ
ー

ク社会 へ の 対応 等、社

会の 変化、発展 に 対応す る べ き こ とが 前述 の 全国

大会会員総会で 取 り 11げられた。こ の会員総会決

定を受け て 、1996年4 月の 臨時会員総会 に お い て 、

凵本社会情報学会に 改称す る こ とが 決定 され た n

　 しか し、残念 なが ら、同年に H本社会情報学会

（JSIS）の 設立準備が行 わ れ て お り、 また 、 同年

に 設立 され る こ とに よ り、両学会の 蟠 りは深み を

増す
一

方 に な っ た の で あ る。

　こ の よ うな状況 の なか、日本社会情報学会 とし

て は 、1996 年 に電気通信大学で 開催 した 第 Il回

全 国大会か ら2011年に 静岡大学で 開催 した 第26

回全国大会 ま で 16回 の 大会開催を して きて い る。

定例研究会 として の研究会を第 133回ま で 、情報

政策研究 を第 65 同 まで 開催 し、各種研 究部会 を

設置 し研究活動 を行 っ て きた 。 また 、 学会誌 とし

て は 、 1996 年発刊の 第 8号 （第 8巻 1号）か ら日

本社会情報学会学会誌 と して 刊行 し 、
2000 年か

ら年 2回の 刊 行体制で 、本号で第 23巻2号 とな る。

　 しか し、前述の ような不幸な状態を乗 り越 える

ため、両学会 で は議論が なされ、2005年9月に京

都 大 学 で 開 催 さ れ た 第 20 回 全 国大 会 で は 、

JASI＆JSIS合同 の全国大会 として 開催す る こ とと

な っ た。そ の 後、2006 年 に学習院大学で 開催 さ

れ た 第 21 回全国大 会か ら 、
2011 年に静 岡大学で

開催 され た第 26 回全 国大会 まで 日本社 会情報学

会 （JASI＆JSIS）合同研究人会 として 開催 す る こ

と とな っ た。さ ら に 2007 年か らは JASI、　 JSISの

編集委員に よる英文誌の 企画が 進 み、2008 年 3月

に
“
Journal　of　Socio−lrlformatics

”

を刊 行する

運び とな り、これ まで に VoL4 　No ．1まで刊行 し

て い る 。

　 こ の 地道 な活動 よ り、2010 年 10月に 両学会会

長 ら に よ る統合 の た め の 会議が もたれ 、
18 ヶ 月

の 審議 を経て 、日本社 会情報学会 は 27 年 の 歴 史

を
一

日収朿 し、2012 年 3月31 日 に 臨時会員総会

を持 ち、本学会を解散 し、新 学会の
一

般社団法 人

社会情報学会 （SSI） に統合する こ ととなっ た。

2．3 本学会の 研 究動向

　前述 の よ うに 、H本都市情報学会 は 1980 年代
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特 別 論 説
一

凵．本
．
社 会 情 報 学 会

．
誌 （JASI）は どの よ うな研 究 を発表 し て きた か

発 行年 月 日 巻 ［号 〕頁 タ　 イ　 ト　 ル 代表暑者

．．．．
午一ワ ード

1996．9．1508 〔1冫，39−100 公職 選挙の た めの電子化 投票シ ステ ム 手島 健治 一 一 一 一 一
D巳〔C ，101．11D 高齢者生活介護支援シ ス テムの突験評価と関連組繊閙の情

報連 携の 分 散協 調方 式に つ い て

越智 利夫 一 一 一

OS〔D ．111−126 都市 自治体 に おけ る情報機器導入 過 程の 時系列分 析 五 十嵐寧史 一 一 一 一
1997 ．9．30D9 〔1〕．93−111 組織 間 生産 流通 情報 ネ

．
ン トワ

ー
クの 進化過 程 に 関す る考察 林　 敬三 情報 撫 †．「 社 会櫃 報シ ス

テ ム

組織 間生 産流

亜情 報ネ ット

ワ
ー

ク

流 通革 命

　　　．一
仲介 型

1998 ．9．3010 〔D ，59−73 ケ
ーブル テ レ ビ業界における競争 と事業運営に関する研究 鳥居 吉治 ケ

ー
ブ ルテ レ

ビ希藁者

ネット ワ
ー

ク 環鏡変化 競争

　一．．．．一．π｝．．．．
地域情報

10〔1〕，74−84 地域社会 に おける有料老人ボ
ー

厶 の 社会的役割の 変化 吉竹 弘行 有料老人ホー
ム

福祉資源

10m 、55−97 情報 コ ス トか ら見た 生活 情報 化の 定 量把握 佐藤 佳弘 生活 情 輯化 定量表 現 デ ジタ ル楕 報 家計

10〔11．9呂一112 バ
ー

ソナ リステ ィ ッ クエ
ー

ジ ェ ン トに甚 つ く組織硬 直 化 に

関す る研 究

岡 田　 　勇 社会 情報 シス

テ 厶 学

バ
ー

ソ ナリ テ 組織硬直 化 計算機シュミ

レ
ー

シ ョ ン

マ ル チ エ
ー

1占
ン エ ン トシ ス

日
ム

1999．9．3011 〔D ．59．．呂4 地域情 報 化の 進 展 と梧 報 椙差 の要 因 分折 ：条件 不 利地域 を

対象 として

山 中　 　守 地域 情報 化

　　　．T．．．．
情報格 差

　一．．．尸、．
社会経 済 規槙 主 成分 分析 判別関数

1ヨ〔D 、8597 戦略 的提 携 にお 「ナる緩 や か な連結 と組 織間 知 識創 造 松行 彬子 戦略 的提 携 知 識創造 織や かな 連結 組織 間 学習 計画 過程

11〔D ．98−10巳 情報 化 によ る会 計デ ィ ス ク ロ ージ ャ ーの 変容 藤原 博彦 会計ディ ス ク馳『ソヤ
ー 電子的ディ ス

ク ロ
ー

ジ ャ
ー・

ス テ ム

タイム リ
ーデ

ス ク ロ ジ ャ ー
イ ン ペ ス ター1

レ ーシ ヨン ズ

11 〔1）．107−119 情報ネ ッ トワ
ー

ク財 の 晋及特性およ び互換戦略 岡本　 隆 情報ネ ツ トワ

ク財
ネ ッ ト ワ

ー
ク

部性
習熟 ロ ッ ク イン 互捌 略 　 i

11〔D ．120134 情報卒
．
ン トワ

ー
ク杜会に お ける組織と個 人の 関係 に関 す る一考察 1 信頼と コ ミ

．
ン ト メ ン トを醸成する情報 ネ ッ トワ

ー
クの可能性

小豆 川裕 子 情報 ネ ツ トワ

ク

コ ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ン 革新

情報ハン ドリ

グカ

1
企 業組 織

．馳．．冖．．．．

個 人 　 　 　 1

ZDOO．3．3112 〔1）．43−56 ニ ューラル ネ ッ トワ
ー

ク の入 出 力間相 互情報 量に 基づ く

デ
ー

タ 自動分 割シ ス テ ム

菊地 登志 子 相互情報 量 デ
ー

タ 分割 データ マ イニ
グ

漏 えい 学習 ニューラ ルネ
」

ト ワ
ー

ク

12〔1）．57−6｝ 韓国 の 大 統領 選 挙 に おけ る 「〒 レ ビ選 挙 」 の 分析 高　 選圭 韓国 大統 領選

挙

〒 レ ビ 選挙 選 挙情 報 候補 者 情報 投票 行 動

12 ω 、59一呂4 情報ネ ッ トワ
ーク杜会と限定合理 性下 に おける意思決定 菅原　 進 限定会理

．
性 不 確実性 時間依存 局所 的知識 ネ ツ トワ

ー
ク

外 部性

2000．9．3012 ω ．5
．
17 社 会 的価 値志 同 に適合す る開 放型 ネ ッ トワ

ー
クの役 割 ： 個

人に よる公 的空間への 情報発信支叢 に っ い て

刀川　 眞 自己 充実 表 出的 コ ミ ュ

ケ
ーシ ョ ン

開放型 ネ ッ ト

ワ ーク
公 的空 問 情 報 発信

12（2＞．19−32 中小企 業 を対 象 と した エ ネル ギー・
環 境問 題 に関 す る

llleb
Siteの 評価 とそ の改 艮

永 里 善彦 ウ エ ．ン ブサイ エ ネル ギ
ー．

境 問題

ア ン ケ
ー

ト分

析
啓蒙 ・

教膏 支

援
中小 企業

12〔2，、33−4D 金 融 資本 市場 の 変容 と田 の可 能性 藤 原 搏産 金 融 資本 市場 イ ン ベ スタ
ー

リ レ
ー

シ ョ ン

萱本 コ ス ト 1イン タ
ー

ネ ッ

12  ．41−52 地 方 自治 体の情 報 シ ステ ム共 同開 発 二介護 保険事 務処 哩 シ

ス テ ム の 事例比較

大谷 二郎 介 護 保険 事務

処理シ ス テム

情報 シ ステ ム

共同開発方式

参画型 推 進組

織

広域 行 政情報

化

12（2）、53−69 生活医療情報 に おけ る情報組織化 シ ス テ ム に 関する研究 山路　 学 生活医療 情報組織化 協調 支援 意思決定

2DO 、．3．3113 （b、59−67 介護保隈制度に おける要介護涸人情報の保護と拡散 石田 光広 情報公開 情報化社会 介護保院 僊人情報保護 高齢者

13（D，59一昌2 証券市 場 に お 1ナるデ ィ ス ク ロ
ージャ

ー
某務への STP導入 と業

務の勃 率化

税 所 哲郎 STPこStraightThrOugh

　　　　馳
PrQ匚e自自irlg丿

デ ィ ス クロ
ー

、，
γ ヤ

ー 情報 共有化 データ フ ロ
ー

デル

2001．9．3013   ．5−15 イ ン タ
ー

ネ ッ トによ る地 方 自治体 の情報 受発 信に 関す る基
礎 的研 究

草 瀬 美緒 地 方 自治 体 イ ンタ
ー

ネ ッ ホ
ーム ベ ージ 情報 受 発信 二 極分化

］3（2，、17−2B コ ミュニテ ィ
・手
．
“ン ネ ル の 効果に及 ぼす 視 聴行 動 と地域

アイ デ ンテ ィ テ ィ の影 響 ：滝野 町 を事 例に して

植 野 和文 コミ ュ ニ〒 イ

チ ヤ ンネ ル

視 聴行 動 地域ア イ デ ンー一
丁 イ 丁 イ

関心 効 果 話 題 効果

2002 ．3．3114 （1＞、31−44 電子投票 工
一

ジ ェン ト作 成 を目的 とした選 挙争点抽出 手法
一

一2DOσ年 総選 峯を対 象 と して

佐 藤 哲也 電子 投票 選 挙争 点 議 題設 定 形態 素 解析 文害 分類

14 （1）．45−5価 モ パ イ ル コ ミ ュニ ケ
ー

シ ョ ン 「：おけ る多様性 の 減少 ：エ
ー

ジ ェン トペ ース ドア プ ロ ーチ

山本 仁志 モ バ イ ル コ ミ

ニ ケ
ー

シ ョン

コ ミ ュニ ケ
ー

ション メデ ィ

計算機 シ ミ ユ
レ
ー

シ ョン

エ
ー

ジ エ ン ト

ベ ース アプ

ローチ

個 人 間 コ ミ ユ
ケ
ー

ションの

様性

14 〔D．57．．69 地域情報化の 新たな庶標軸 中野 雅至 地 域情報 化 共働 計画 的
・

結果

主義

自然 的
・

満 足

主義

持 続 可能

14（D、71−83 聞取 り調 査 に基づ く自己 表出 的個 人 ホ
ーム ペ ージ 開設 者 の

情報発 信 行動 の 分析
刀川　 眞 個 人 ホ

ーム

ベ ージ
自己 表 出 公 的空 聞 情報発 信

2002 ．9．3D14   ．47−61 デジ タル 著作 権 管理 シス テム 〔D甜 S；にお け る制度 的ア ブ
．

ロ
ー

チの 研究 ：PGを対 象 と した私 的録 音補 償金 制 度の 問題

木村 　　誠 デジ タル 著作

権
DRM 私 的録 音 保証

金制度
PC 共通 目的 事菜

14〔2，．53−76 コ ミ ユニ テ ィ情報化 プ ロ ジ ェク トに おけ る メデ ィ ア
・
ア
ー

ト ・プ ロ グ
．
ラ ム の 可能 性

遠山 茂樹 デジ タル
・

デ

バイ ド

　一
メ T イ ア

・
ア 斗ミ ュ ニテ イ

術セン タ
ー メデ ィ ア

・
リ

シ
ー 地 域 情報 化

2003．3．3115 （1｝．21−34 情報ネ ッ トワ
ーク型製品 の 普及特性および普及策 ： 個人の

心的近接要因を導入 した ネ ット ワ ーク外部 性 モ デ ル を用 い

て

岡本　 隆 ネ・ン ト ワーク

部性

心 的近接要因 近隣 市 場競 争 普及 策

15 〔1，．35−47 才 ル ト
・エ リ

ート と組織変化 の ダイ ナ ミ ズ 厶 に つ い て ； 吉
書籍商 業協同組 合の 情報化 を中心 に L て

†兆塚　 薫 オ ル ト
・

エ リ

ト

　 イデ ン テ イ

フ ィケ
ー

シ ョ

正統 化 情報 化 組 織 変化

15⊂D ．49一価0 非営 利組 纖の 拾 頭 と社 会 シ ステ ム の 変容 大驛 　　濮 非営利組繊 信頼 第3 者機開 共的領域

2003 ．9．3015 〔わ ，27一き8 イ ン タ
ー

巧いソ ト利用 者の 政治意識 佐藤 哲也 イン ターネツ
利用 者

政治意識 政治参加 無 党派 層 地 域 活動雷加

15〔2）．39−51 イ ンタ
ー

ネ ッ トにお ける 新 しい公 共 圏創 出の 可能 性 ：韓国

の電 子新 聞 にお ける BB＄の様 相 を中 心に

金　　相集 イ ン タ
ー

ネ ツ

　　　一P
マ ス メ 7 イ 7 間 メ デ ィ ア 性 電子 新聞 総合的小 公 共

圏

15  ．53−64 地上 デ ジタ ル 放 送 を活用 した行政 サ
ー

ビスの 可能 性 植 田 康孝 電子 政府 デ
ー

タ 放送 地域情 報 セン

タ
ー 規榎 の 経済 性 トラ ンス ロ グ

費用 関数

2004 ．3．3116 〔D ．43−58 非生 産部門にお け る情報 装備 の経 済効 果に関 す る定量 分祈 廣松 　　毅 情 報 装備 率 労 慟生 産性 成長会 計 D 巨 A

16〔1〕．59−75 巳調達基盤の ための 生産仕様 の セ マ ン テ ィ クス とその 調整
メ カ ニ ズ ム の 考察

菱山 玲子 電子調葦基盤 イ ン タ
ー
ネツマ ル 于 工

一
ジェン トシ ス

ム

15〔D ．7丁一聞 才 ンラ イン コミュニ テ ィ に おけ る ソ
ー

シ ャル
・ネ ッ トワ

ー
ク分析 の た めの 肯定 度 モ デル

横山 晢也
　　、
ソ
ーソヤ ル ・

ネ
・
丿 ト ワ ーク

析

才 ン ラ イン コ

ミ ュニ テ ィ

肯定度モ デ ル

2004 ．9．301 肛 2｝．5−19　　 コ ン ピュータ化 した グル
ー

プ議論 支 援シ ス予 ムの 学校 鞍育

　 　 　 　 　　 　 への適 用 ：高 等学 校 と大学 院 での 利用 方法 の提 案　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　r
伊 藤 京子 グル

ープ講論

支医 シス テム

実 験侵 業 教育 支援 議論

15匚21「21．29 ハ ッ シ ュ関数 を同い た公 平 を電子抽選方法 シ ュ ク リ　ア

グス フ
．7 ナ

ル

抽選 ハ ッ シ ュ 関 数 第三社 信 頼機

関

公 開掲 示板 BBS

16〔2）．31−43 中小 企業 に お ける憤 報シ ス テムの ア ウ ト ソ
ー

シ ング と コ

ア
・コ ン ピタ ン ス　1 日韓企業のケ

ー
ス
・

ス   デ ィ
ー 朴　 英元 情報 シス テム ア ウト ソ

ー
シ
噛

グ

コ ア
・

コ ンピ

ンス

夢 入障 壁 信 頼 関係

1目 〔21、45−5呂 情報 化社 会 に お け る合理 的無 知 ： デ ジタ ル デパ イ ド意 識 の

集団差は存在するか

斎藤 磊孝 デジ タ ル デ イ

イド

懸 念 合理 的無 知 集 団差 日本 社会 の晴
報化

16〔2），59−70
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．．
市民 参加型イ ンターネ ッ ト新聞の 社会的認知過程 1 韓国の

oh 町 news ．oom を事例に して

金　 相集 イン タ
ー

ネツ 市民参加 イン タ
ー

ネツ

新聞
間メディア 性 新聞

表 1−1 日本社会情報学会学会誌学術論文
一

覧 （1）

7

N 工工
一Eleotronio 　Library 　
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発 行 年月 日 巻 〔号）頁 タ　 イ　 ト　 ル
．

代 表著晉
．

キーワ
ード

2005．3．3117 ．〔1〕．41−55 電子 自治体 に対 す る三一ズの 分析 ；新 潟 県に お ける 自治体

お よ び住民 調査 を 中心 と して

山 口 直 人 電手 自治 体 住 民 ニ ーズ 行政 窓ロサ
ー

ビス

費用負 担

17：1：1、57−55 姜介 護 恆人 情報 の保 護 と利用 の現 状 百 田 光 広 情報 シス テム 介 護保 険 個人情 報 保護 プラ イ バ シ
ー高齢者

17 ［1：1．67−83 コ ミ ュニ テ ィ
・ネ ッ ト ワ ーク研究 の バース ペ ウ テ ィ ブ ：

匸Cτに よ る地域社会 の 具体的な 問題解決 に 向け て 　　　　　 11
天野　 徹

　　　　一
コ ミ ユ＝ 丁イ

ネ
．ント ワ

ー
ウ

情報社会 匚 CT 問 題解決 社 妾 学 的分析

枠組 み

20D5．9．3017
〔2〕、35−49 リス ケ情報開示 ゲームの 提稟 1 行政の リ ス ク情報開示と住 晦 厚 英一

民の 満 足化 に関 す るゲ
ー

厶理 論 に よる分 析　　　　　　　　1
リス ク慣報開
示

満足度意思決
定理論

累積プ ロ ス ペ

クト理 論

ガーデ ィ ア ン

エ ージェン ト

フ ァ シ リテー

2ロ06．3．3118 ．11〕．17−29 介護惜報 シ ス テ ム にお け る個人 データの 範囲 とサ
ービス 評　i石 田 光広

価の 構 成些 素　 　　 　　 　　　 　　 　　 　　 　　 　　1
情報シ ス テ ム 介護保険 個人情報保護

ヒ
高齢者 要介護者

旧 ［1〕．3144 情報 社 会に おけ る 「自己 亅 の 多 元性 ：その 倫理 的 可能 性　；根村 直美

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．．

ポス ト
・モ ダ

晢学

多 元的 自己 重層 的な 決定 既存 の 倫理 へ
の異 議申し立
て カ

1B〔1〕．45−5B コ ン テン 嫐 獅 徽 肪 離 　　　 　　　 1中村 脚 哉

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

コ ンテ ン ツ政 ジタ ル化 産業振興 ボ ツ プカル

チ ヤ
ー 子どもの表現

力

1巳：1：1．59−7D
轜 膿

齪 す 騰 育 ブ ゜ グラ嫻 発 の ための パ ス

轡
博 彦 環境 教育 環 境配 慮行 動 パ ス モデ ル

2006 ．9．3013 ：2〕、519 電子 掲示板上の コ ミュニ ケーシ ョン にお け る自 己開示 の返 　1加藤 尚吾

租性 と感情的側面 に閨す る分析　　　　　　　　　　　　　i
自己 開示 電 子掲 示板 コ ミ ュ三 ケー

シ ョ ン

感情 カウ ンセ リン

18 〔2：1、21−37 オ ン ライ ン コミュニ テ ィ 類型 を用 い た利 用 と満足 分析 ： 日
i

韓学 生 データ を用 いた利 用行 動 の探 索的 研究
小笠 原盛浩 オ ン ライ ン コー 一

ミ ュ ニ T イ

麺型 関心 小 集団 匿名性

1巳〔2〕．39−58 常時 接 続 匸SP事 業者 の 乗 り換え 理 由に関 す るパス 解 析モ デル

の構 築

江 口 眞人 構造 化 価 格以 外の 乗

り 樫え 理 由

2 つ のセ グメ
’

ト

ニーズと行 動

特 性

戦略 構築 の基

礎資 料

1呂〔2〕．59−59 自冶体 の電子化 レベ ルに 関す る実証的研究 東 川 輝 久 自治 体 電子化 レ ベ ル 【丁 ア ンケ
ー

ト調

査

【 T 施 策

2007 ．3．3019 〔1〕．29−44 価値 志 向性 が情報 コ ミ ュニ ケーシ ョ ン に 与える効果の 実証

的 研究

渡 辺 光 一 価値 志向 性 情報コ ミュニ

ケ
ー

ション

コ ン サ マ ト リ 宗 教 ス ビ リ チュア ［

テ イ

19：1〕．45−5丁 情報政策呈 の 時代区分に 閏する提案 ： 経済産業省と情報産
業 を 中心 に

砂田　 薫 情報政策史 経済産業省 時代区分 通産省 モ デル 政策 コ ミ ュニ

テ ィ
19 ［1〕、59−59 マス メ デ ィ ア集中排除原則見直し議論に 関する実証分析　　1

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 旨

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

植 田 康孝 マス メ デ ィ ア

中排除原 則緩
和

規摸の 経済性 費用関数 情報格差

2007．9．3019 ：2〕．5一田 放送 番 組＝ 次利 用の 著作 権許 諾制 度 に関 す る研究 樺 島栄
一

郎 放送 と通 信の

融合

著 作権 著作 隣接 権 設 定制 度 放送 番組

1駅 2〕．17−33 電子 メ
ー

ル コ ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ンにお ける 書 き手の 性別 が読

み手 の 感情 面に 及 「ます影 響 ：大学 生 を対 象 と L た 実験 によ

る検 討

加藤 由樹

E

電子 メ
ー

ル コ ミ ュ ニ ケ
ー幽

ン ヨ ン

書き 手の 性別 感情 維 文 字

200B ．3．3019 〔3〕．5−17 社会 的 貢献 を果 たす 企業 情報 シ ス テ ムに つ い て 　　　　　　 饗庭 正 樹
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1

社芸 的貢 献 企 茉 の 社 会 的

責任C5R

企策情 報 シ ス

テ ム

イ ン タ
ー

ネ ツ

19 ：3〕．1931 情報支出か ら見た生 活情報化 の メ デ ィア 特性　　　　　　　．佐藤 佳 弘 生活 情報化 メ ディア 家計 情報支出

200B ．9．3020
［1〕、29−39 プ ロ グ空間上 の コ ミ ュニ ケーシ ョン 発生 メカ ニ ズ 厶 の 分析　；山本 仁志

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…
ブ 囗 ゲ空間 コ ミ ュニ ケ ー馳

ン ヨ ン

コ メ ン ト トラ ックパ ッパ ス 解析

20D9 ．3．3120 ：2〕、4355 イ ン タ
ー

ネ ッ ト利用 行動 と一般的信 頼
・
不確実性 回避 と の　i藤原 正 弘

関係　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 i
イ ン タ

ー
ネ ッ

刊用 行動

一般的信 頼

　　　1、．．．、．．．
UA 【（不確実

回避 ｝

20〔2〕．31−41 匝師
・
患者 関係 に おけ る理想 と現 実 のギ ャ

．
ンプが 患者 満 足

度 に 与え る効果 ： 医 療消．費者を対 象とした共分 散構造分析
塚原 康 博 理想 と現 実の

ギャ ッ プ
患 者満 足度 共分 散構 造分

析
情報 提 供 イン フ オ

ー
ム

ド・コン セン

20：2〕．17−30E 肝 卯 電子 メ
ー

ル データの解 桁 と エ ージ ェン トシ ミ ュ レ
ー

シ ョ ンに よる考羃

松 山 科 子 エージ ェ ン ト
．

ベ ースシ ミュ
レ
ー

シ ョ ン

電 メ
ー

ルネ ツ

ワ
ー

ク

個人 間の 情報

流通

ネ ッ トワ
ー

ク

祈

20D9．臼．3071 ．：1〕．5−17 外 国人 支援か ら見た 地方 自治 体 の町el｝サ イ ト ：多文化 共 生　1馬場 眞知 子

と 1研　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　！

地方 自治 体 W山 サイ ト 外国 人支 援 多 文化 共 生 lCT

21＝：D．D32 　 企業 内 SNS導 入に お ［†る有効 性 に関 す る調査 研究　 　　 　 　 　　 　 　 　　 　 　 　　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　　 　 　 　　 　 磁口藤 菜 美絵

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一＿［
企菜 内 SNS の

指
．
効性

組織 の 間題解
決

組織 の 意思決
定モ テル

実証研 究

201G ．3．3i21 〔2〕．23−33 位置情報爆発環境下 に おけ る自己悟報 コ ン トロ ール罐実現

方式
国 司 輝 夫 ステ ルス 権 情報 爆発 　　 1位置楮報

　　　　　　 　
粒 度調 整 自己 情報 コン

ト ロ ール 権

21〔2）．35−45 情報セ キュ リテ ィ ．壱．識の 普及 ： ジ ョ ンソ ン
・
ア ン ド・ジ ョ

ン ソ ン の 事例を中心とし て

吉田健
一

郎 情 報 セキ ュ リ

テ ィ 意 識

情報 セキ ュ リ

テ イ マ ネ ジメ
’

ト

イノ ベ ーシ ョ

于 ヤ ン ピオン

普 及理 論

21〔2〕．47−5B 道路交通の 人工 排熱に着 目した都市ヒ
ー

トア イ ラン ド関連
施策 の 評価 ；東京 23 区 を対 象 と した 田 3 に よ る評 価

今井 康 平 都 市 ヒ
ー

トア

ラ ンド

人 ロ排 熱 道路 交通 地 図情 報シ ス

テム

東京 23 区

21 〔2：1．596 日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　尸
デジ タル

・
皐 ッ トワ

ー
ク 環境 下 にお ける著 作 権 の 在 り方 に

閲す る考察

．．．．．
志鎌 由僅 里 著作権 法 著 作檮経 済 分

析

保護水 準 コ ン テ ン ツ

2010．9、3D22 川 ．5−15

．i

地方 自治体 の情 報化 に対 す る住 民の 局所 的比 較の 影響に 閨

す る シミ ュ レ
ー

シ ョ ン分 桁

西 出 哲 人 地方自治体 怙報化推進 ヤ
ー

ド ス テ イ
・

ク コ ン ベ ン シ

ン

シュミ レ
ー

シ

ン

ネッ ト ワ ーク

22〔1）．17−3D 地域 に おい て総 合悄 報サ
ー

ビス を行 うボ
ー

タ ルサ イ トの あ

り方 に 関す る研 究 ：八王子 市 を事 例 と した 考察

上 野 　　亮 自治 体ポ ーダ

ルサ イト

地域 ボー望 ル

サ イト

八王子 市 ア ケ セ シビ リ

テ ィ

ユ ーザビ リ テ

22こ1）．31−41 良書 の読 書と情報系 大学生 と の 閣係性の 研究 柴 田 雅雄 良書 の 読書 WHOQOL ク ノ 依存症 共分散構造分
折

201 匸．3．3122   ．17−26 地域 SNSの 目的と効果の関連に 関する定量的分析 俵藤 省 二 地域＄ NS 目的 効果 形 態素解折 主成分分析

22   ．273 日 動画 の タゲ情報を利 用 した ニ ュース シ
ー

ンの 選択 手法 の提

案
中村 浩之 話題抽 出 動 画ニユース 評価指 標 クラ ス タ タグ

201↑．9．3D23 〔1）．33一朋 コ ミ ュニケ
ー

シ ョ ン構造 の推 移 によ る大量 S腮サ イ トの分類 山本 仁 志 SN5 ライフ サ イク

モ デ ル

コ ミュニ ケー
ション 構造

オン ライン コ

ミ ュニ テ ィ

23〔D 、4556 災害 時 1： お け る 地域 S聡 の 活 用 　： コ ミ ュニ 予 イの 時系 列 推

移に 基づ く分析

小 川 祐樹 地 域 SNS 災 害 コミ ュニ ケ ー馳
ソ ヨ ン

ネット ワ ーク
　一 一コミユニ T イ

表 1−2 日本社会情報学会学会誌学術論文一覧 （2 ）

の マ イ ク ロ エ レ ク トロ ニ ク ス の進展の なか、企業

経営の情報化が注 力 され るなか に お い て 、都市行

政、都市社会、市民生活の 情報化の 問題 に取 り組

む学会 として 発足 した 。 そ して 、技術の 進展が ネ

ッ トワ ーク化に 展開す る と と もに 、社会基盤 とし

て の 公共的情報．イ ン フ ラ と、社会的問題解決 とし

て の 情報等が研究対象 となっ て き て い る。例 えば、

本学会の 伝統的な研究 として の 位置づ け とな る、

行政情報に お い て は、円本都市情報学会時代で は

行政 内の 情報化を研究 対象 として い た こ とに対 し
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特 別 論 説
一

日本 社 会 情 報学 会 誌 （JASI）は どの よ うな研 究 を発 表 して きた か

て 、 イ ン タ
ー

ネ ッ トの 急速 な普及 に よ り日本社会

情報学会で は 、行政内情報化に 加え て 住民 に対す

る行政 サ
ービ ス を加味した電子政府が研究対象と

な っ て い っ た。

3 ．日本社会情報学会学会誌 の学術論文

　本章で は 、H本社会情報学会学会誌 に お ける学

術論文の 研究動 向に つ い て検討する こ とに す る。

　既 に 中嶋 （2002 ）の 研究 に よ りH 本都市情報

学会学会誌 の 動向の 研究が 行われて い る こ とをう

け、 日本社会情報学会学会誌に お け る学術論文

（査読論文）に焦点を当て 分析す る こ ととす る。

　 日本社 会情報学 会学会 誌 は 、前述 の よ うに

1996 年発刊の 第8巻 1号か ら凵本社会情報学会学

会誌と して 刊行 し 、 本号で 第 23巻 2号 とな り、本

号 も含 め て 29 册 の 学会誌 を発刊 して い る e こ の

日本社会情報学会学会誌に 掲載され た 学術論文を

ま と め た も の が 表 1−1お よ び表 1−2 （以下、表 1 と

総称す る） で あ る。こ こ で は 、発行年月 口、巻

（号）、タイ トル 、代表著者 （筆頭著者 ）、キ
ー

ワ

ードの順 に学術論文 を記載 して ある 。 なお、キー

ワ
ー ドの 掲載は第 9巻 1号 か らで ある こ とか ら、

第 8巻 1 号に は 記載が な い
。

3．1 キーワー ドの 抽出と頻度

　表 1 に記載 した 目本社会情報学会学会誌 に おけ

る学術論文の うち、第23巻 1号 まで の 81論文を分

析対象 とした。こ の 表 1 の タイ トル及 びキ
ー

ワ
ー

ド （以下キ
ー

ワ
ー

ドと総称す る）か ら、立命館大

学樋口 耕
一

先生 開発の フ リーウェ ア の KH 　Coder

を利用 して 、 計量テ キ ス ト分析を行 っ た。そ の結

果、抽出語 と して の 上位12 語が表2で あ る 。

　表 2の よ うに、本学会誌 に お ける キ ーワ ードと

して
「情報」 が もっ とも頻度が 高い もの となっ た。

これは 、日本社会情報学会が 前述の よ うに、社会

基盤や社会的問題 を扱 うもの で あるが、ア プロ
ー

チ方法が 「情報 」 で ある こ とか ら当然 とい え る。

　ま た 、 キ ーワ
ー

ドと して
「
ネ ッ トワ

ー
ク 」 が

「情報 」 の 半分以下で あ るが次 に 多 い も の とな っ

た
。

こ れ は、前述 の 凵本社会情報学会が 社会 の 変

化 として ネ ッ トワ
ー

ク社会 へ の 対 応 と して 学会名

を変更 した訳 で は あるが 、そ の 現れで ある とい え

る。

情報 90

ネッ ト ワ
ー

ク 36

組織 20

コ ミ ュ ニ ケーシ ョ ン 19

電子 18

地域 17

自治体 17

社会 15

イン タ
ー

ネ ッ ト 14

コ ミ ュ ニ テ ィ 14

SNS 10

介護 10

表2 キ
ー

ワ
ー

ドか ら の抽出語

　 さ らに 、キーワ ード 「電子」 は、電子政府、電

了調達、電子投票等の よ うに、旧来の 行動が ネ ッ

トワ
ー

ク化され る こ とに よ り、
こ の ような用 語が

使われ る こ とに 由来 して い る。基本的 に は前述の

ネ ッ トワ
ー

ク と同様の概念に近 い とい え る 。

　最後に キ ーワ ード 「地域 」、「自治体 」、「コ ミ ュ

ニ テ ィ 」 等は 日本都 市情報学会か らの 伝統的な研

究領域で あ り、それ がネ ッ トワ
ー

ク化 に よ り変容

した わけで あ り、それ らの研究が な され て い る こ

とにな る。

3．2 キ
ー

ワ
ー

ドの時系列変化

　次に E記キ
ーワ ードに つ い て 、時系列に よ る分

析を行 うこ と とす る 。

　な お、本節で 利用 す る図 は、日本社会情報学会

誌の 巻号 （発刊年月で 表示 ）毎の 抽出キーワー ド

を、そ の 巻号 に掲載 され た学術論文数で除 した も

の をグラフ に した。つ ま り、平均値 として 1論文

あた りの 当該ee　一ワ
ー ド数 として表示 した 。
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図 1 キ
ー

ワ
ー

ド
「清報」 の 時系列頻度 なキ

ー
ワ
ードが使われ て い るとい える。

403

」　ヨ

s°
…

：：…

：：…

：：：君tl“Ilml…1i　．11t．

　L．．

、轟 蓑欝驪
降

麟 藩 蠏 嬲 §戴ダ

　図 1 は、最 も頻度の 高い キーワ ード 「情報 」 に

関 して の 図 である 。
2003 年迄は、平均 1論文あた

り情報 の キーワ ー ドが 1つ は 使われて い る こ とが

理 解で き る 。 しか し、2006 年以降存在 しな い 場

合が グ ラ フ か ら読み 取れ る こ と とな る。こ の 時期

に つ い て表 1で確認する と、情報に 関す る題材を

取 り上 げて い るの で あるが 、 よ り具体的 なキーワ

ー
ドが 使われ て い る こ とが わ か る。

　つ ま り、本学会は 情報 を扱 うの で あるが 、情報

とい う概念 が普遍化 し、よ り具体的なキ ー
ワ
ー ド

が使 われて い る と考えられ る 。

図 3 キーワード 「コ ミ ュ ニ ケーシ ョ ン亅 の 時系列頻度

：40 「

iill
i；il ． 』 晶 1
霜鰯 欝 鰯 灘 i蹴 蝋 軸鎌 鏑躍

　 日本社会情報学会学会誌に お ける、最近の 研究

で 注 目す る べ き は 、 プ ロ グや SNS （Social

Networking 　Service） に 関する研究が 活発化 し

た こ とで あ る 。 図 3に示す よ うに、キ
ー

ワ
ー ド

「コ ミュ ニ ケーシ ョ ン 」 の 動向 と して 、2008 年以

降は プロ グや SNS の け る研究で ある。

図4 キーワ ード 「SNS 」 の 時系列頻度

図 2 キ
ー

ワ ード 「ネッ トワ ーク」 の 時系列頻度
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　 こ の こ と は 図2に 示す 、 キ
ー

ワ
ー

ド
「
ネ ッ トワ

ー
ク」 で も同様の 結果 で あ る。図 2 の グラ フ 上 に

現れ な い 時期 に もネ ッ トワ ークを利用 した技術や

問題 に つ い て 発表が な されて お り、ネ ッ トワ
ー

ク

社会 として ネ ッ トワ
ー

ク も普遍化 し、 よ り具体的

iiil
i．．＿ 一．、．且匿．l
ls轅 舞欝 麟 欝 欝 麟 飾 勲き覊 臧

．

　キ
ー

ワ
ー

ド 「SNS 」 は プ ロ グも含 まれ て い る が、

図4 に示す よ うに
、 最近 の研究 と して は こ の 問題

を扱 うもの が増え て い る。

　最後に
、 本学会の 伝統的な研究テ

ー
マ で あ る 自

治体 に つ い て 検討す る。前述 の よ うに 、行政内の

情報 シ ス テ ム構築か ら、イ ン タ
ー

ネ ッ トに よ る住

民サ
ービ ス を軸足 を置 く電子政府 として研究 へ と

変容 して い る。
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特 別 論 説 一日本 社 会情 報 学 会 誌 σASD は どの よ うな研 究 を 発表 して き たか

　図 5で は、当初は行政 内 シ ス テ ム の 状況 に関す

る研 究で あ っ た が 、200i 年 以降住民サ
ービ ス の

研究 に移 り、さ らにそ の レ ベ ル の研究 とな り、最

近で は より具体的な研究 に変化 して い る。

図5 キーワー ド 「自治体」 の 時系列頻度

　

　

　
「
諍賭瀦

薦
靉
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漁．「
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轟
ダ

　

　

鏖」

鍵擁

・

驢

 
み

　

　

　

　

　」〜

3．3 メ ソ トロ ジ
ー

に つ い て

　 日本社会情報学会学会誌に お け る学術論文の メ

ソ トロ ジ
ー

に つ い て キ
ー

ワ
ー

ドに 表現 され た項 日

か ら検討す る こ とに す る。図6 に示 すよ うに 、キ

ー
ワ ー ドに メ ソ オ ロ ジ

ー
が 記載 され た論文 の う

ち、統計分析が 約半数 の 43 ％ を占め て い る。続い

て 、シ ミ ュ レ
ー

シ ョ ン 13 ％、 マ ル チ エ
ージ ェ ン

トシ ス テ ム IO％ 、形態素解析 7％ の 順で あ っ た。

択率につ い て 検討す る。

図6 学術論文の メ ソ トロ ジー

図ア学術論文採択 率

2り
1己　．

1tt
．

1412

灘 飜 靉
　 ？oe3年嵐 2UO4年庭 2叨 b艶 度 20弼 年 肢 ！叩 嵐 感 2叩 巳年度 詫卩囎 年度 2mo 年度 20三庶 鹿

　 　 　 　 　 　 　 超 受理 　 s．取 下
・

不採 択

　図 7 は
、

2003 年度か ら の 学術論文採択率 の グ

ラ フ で あ る。こ の グ ラ フ に表示 し た期間の 受付論

文数は 、ll4本で 受理 数が49 本で あっ た、 こ の こ

とか ら平均採択率は 43．0％となる。しか し、残念

なが ら、こ こ 2年程の 採択率は 、25 ％程度か 、そ

れ よ り下回る状況 にな っ て い る，

　一般 に 国際会議で 、採択率が 50％ 以 ドな らま と

もな会議 、 25％以下 な ら良 い 会議 とい われ て い る 。

それ を援用すれ ば、本学会誌は ま ともな学会誌 と

い え る が、採択率 に 関 して は基準 とな る もの が見

当た らな い 。読者諸先生 の 判断に委ね る こ と とす

る 。

4 、さ い こ斗こ
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3．4 学術論文の 採択率に つ い て

　最後に、日本社会情報学会学会誌 の学術論文採

　本稿で は、日本社会情報学会誌が最終刊 とな る

こ とに 対 して 、本学会誌を総掻する に あた っ て 、

目本祉会情報学会 の 歴 史に つ い て概説 し本学会 の

研 究動 向に つ い て 検討 し、次 に 日本社会情報学会

学会誌で の 、掲載学術論文 （査読論文）に つ い て

分析を行 っ た 。

　本学会な らびに 本学会誌 は、会員諸先生 の ご協

力 の もと、運営 ・発刊 され て きた こ とに 対 して 感

謝申 し上げた い。また、編集専門委 員会副委員長

の 岡田勇先生 （翻価大 学）に は、委員会運 営等で

多大なサポー トを い ただ い た 。 さ らに、本稿執筆
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に あた り、メ ソ トロ ジー関係他で ご協力 い た だ い

た。また、計量 テキ ス ト分析 に つ い て は編集専門

委員会委員の櫻井慎
一

郎先生 （明治学院大 学）に

ご教授い ただき、こ こ に あわせ て感謝 申し上げる。
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